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研究成果の概要（和文）：本研究では、シェアリングエコノミーにおける個人請負就労者の労働者保護政策の基
本的な枠組みを明らかにすることを目的とした。具体的には、個人請負就労者が労働者として保護される場合の
条件を明らかにした。明らかになったことは、以下のとおりである。フードデリバリー配達員は、労務下請であ
る。またアルゴリズムによる管理の内実次第では、偽装請負になる可能性がある事が明らかになった。しかし、
アルゴリズムは公開されていないため、適切な保護を及ぼすためには、アルゴリズムの公開が必要である。また
アルゴリズムが配達員に対して、どのような管理や統制を行っているのかを調査することが重要である、という
ことが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to identify the basic framework of labor 
protection policies for Dependent contractors in the sharing economy. Specifically, the conditions 
under which a Dependent contractor is protected as a worker were clarified. The clarifications are 
as follows. Food delivery workers are labor subcontractors. It also became clear that, depending on 
the nature of the algorithmic control, it could be a false contractor. However, the algorithm is not
 publicly available, so it is necessary to make the algorithm public in order to exert proper 
protection. It also became clear that it is important to investigate what kind of management and 
control the algorithm has over the delivery person. 

研究分野：社会学
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
近年では、世界的にもシェアリングエコノミーで就業する個人請負就労者に対する労働条件の最低基準規制やア
ルゴリズムの公開を求める立法が整備され始めている。一方で日本ではそうした動きは弱い。本研究の社会的意
義は、日本でシェアリングエコノミーで就業する個人請負就労者に対する有効な政策として、アルゴリズムの公
開と労働条件の最低基準規制の必要性を明確にできたことにある。つまり、これらの政策を実施しなければ、個
人請負就労者は、ワーキングプア化や過労死に至るリスクを抱えていることが明らかにできた。本研究によっ
て、日本の個人請負就労者政策が欧米並みに発展する可能性があり、ここに本研究の学術的意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
個人請負就労者とは「個人自営業者であっても、１つの企業と専属の委託業務契約や請負契約
を交わし、人を雇わずに就業するといった雇用と非雇用の区別がつきにくい層をさし、既存の制
度や法律の適用から漏れている者」（厚生労働省 2010）と定義され、労働者保護適用から排除さ
れる層の保護が課題となっている。古くは貧困研究において、個人請負就労者は企業に安価な使
い捨ての労働力として活用され、日本の貧困層の大きな層を形成していることが明らかにされ
た（江口 1980）。ところで彼・彼女らの活用は米国や欧州各国でも進んでおり、労働者保護から
の漏出が社会問題となり（Pedersini2002）、ILO は個人請負就労者の法的保護を勧告した（雇
用関係勧告 198号）。一方、日本の個人請負就労者も 120万人に上り多様な産業・職種で活用さ
れているが（脇田編 2011）、先行研究では保護される者とされない者（起業・経営支援を必要と
する者）の境界線を明らかにする理論は明らかにされてこなかった。この点は海外研究でも同様
であり、先の ILO 条約の法的保護の方法も明確な境界線を設けるのではなく、複数の基準を設
けてそのうち１個以上が該当すれば、労働者保護を行う必要があるとする推定主義である。 
これに対して、私は、建設職種において個人請負就労者の三類型論という理論を明らかにし、
保護と非保護の境界線を確定させた（柴田 2017）。この理論は学会において、個人請負就労者の
保護政策の枠組み構築に資するだけでなく、他職種への適用可能性を有している点が高く評価
された。ところで近年、個人請負就労者の活用はシェアリングエコノミーにおけるプラットフォ
ーム企業による活用という新たな展開を見せている。シェアリングエコノミーとは、「場所・乗
り物・モノ・人・お金等をネット上のプラットフォームを介して個人間で貸借や売買、交換する
ことでシェアしていく新たな経済」（シェアリングエコノミー協会 2017）と定義されており、例
えば、プラットフォーム企業大手の民泊サイトで知られる Airbnb や配車サービス会社の Uber
においても個人請負就労者の活用が経営モデルのコアとなっている。しかし、このような新たな
領域で就業する個人請負就労者と既存の経済で就業する個人請負就労者の相違点やその相違点
に基づく労働者保護政策とその対象範囲は明らかにされてない。 
本研究では、上述した学術的背景を踏まえて、既存の個人請負就労者の保護政策の枠組みであ
る三類型論をシェアリングエコノミーで就業する個人請負就労者にどこまで用いることができ
るのか、適用できない新たな特徴があるのであれば、それはどのようなものであり、三類型論を
どのように改良する必要があるのかを解明する。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、既存経済における個人請負就労者の労働者保護の理論として私が明らかに
した「三類型論」の理論を用いて、シェアリングエコノミーにおける個人請負就労者の労働者保
護の範囲を確定する理論を解明することである（図１）。 

本研究の学術的独自性と創造性は、①シェアリングエコノミーにおける個人請負就労者の労
働者保護政策の理論を明らかにすることで、筆者がこれまでに解明した既存経済のそれと合わ
せて個人請負就労者全体の労働者保護政策に関する理論の解明が期待されること、②労働者保
護の対象を明らかにすることで、起業・経営支援の対象となる個人請負就労者も明確にでき、個
人請負就労者の政策を具体的かつ体系的に実施することができるようになること、である。 
 



３．研究の方法 
 本研究では、日本国内でフードデリバリーサービスを展開するプラットフォーム大手企業で
ある A 社と同社で働く個人請負就労者、プラットフォーム企業が加盟するシェアリングエコノ
ミーの業界団体 B社、個人請負就労者の仲介・育成事業を行っている C社への聞き取り調査を行
い、その調査の分析によって、本研究の目的を達成する方法を取った。 
2019 年度は、シェアリングエコノミーの市場動向の把握およびプラットフォーム企業の経営
戦略の解明することを目的に研究を進めた。そのために第一に、４月から８月には①日本のシェ
アリングエコノミーの状況、②プラットフォーム企業の経営戦略を先行研究により明らかにし
た。その上で、プラットフォーム企業の経営モデルに関する理論仮説を立てた。第二に、９月か
ら３月にはプラットフォーム企業の経営戦略の理論仮説の検証を行った。また検証を行うため
に業界団体の A 社、フリーランス仲介業の B 社、プラットフォーム企業の C 社へのインタビュ
ー調査を行った。 
2020 年度の目標は、プラットフォーム企業の経営戦略の下における個人請負就労者の活用方
法と個人請負就労者の働き方に関する理論仮説の解明および３年目に行う個人請負就労者への
本調査に向けた予備調査の実施であった。そのために前期（４～８月）は、①１年目のインタビ
ュー調査を踏まえて、プラットフォーム企業 A 社における個人請負就労者の活用の形態につい
て三類型論を用いて解明する。後期（９～３月）は、前期で解明した活用形態をもとに、３年目
に個人請負就労者へ行うインタビュー調査の調査票を作成する。また調査票作成の過程では、予
備調査を実施し、調査票のブラッシュアップを行う、という予定であった。 
しかし、Covid19 の感染拡大の影響で、計画通りに進めることができなかった。前期の予定に
ついては、個人請負就労者の活用形態についてインタビュー調査を踏まえて明らかにすること
であったが、Ａ社における個人請負の形態が労務請負型である事は、明らかになったが、プラッ
トフォーム企業と個人請負就労者の関係（労使関係モデルとして）について追加調査が必要なこ
とが明らかになり、その調査の実施を行った。一方で、後期の予定については、新型コロナウイ
ルスの感染拡大の影響で、予備調査の実施が困難になり、予備調査の実施と調査票のブラッシュ
アップができなかった。 
その反省点を踏まえて 2021 年度は、オンラインでの調査体制の確立とオンラインでの調査の
承諾を調査対象者から得ていく事で前年に実施できなかった予備調査の実施と調査票のブラッ
シュアップを行う予定であったが、調査体制の確立後は、本調査までが順調に進み、盛岡と東京
においてフードデリバリープラットフォームで働くフリーランス 20 人に本調査を実施した。ま
た本調査を実施する過程で本研究の目的を達成するためには、フリーランスに対する量的調査
を実施する必要がある事が明らかになったので、その調査を 2022 年度に実施した。 
 
 
４．研究成果 
明らかになったことは、以下のとおりである。三類型論とは、個人請負就労者を独立自営型、
労務下請型、常用型の三つに区分し、労務下請型は、労働基準法上の労働者とは必ずしも言えな
いが一部労働法の適用をすべき存在である事、常用型は偽装請負に当たるので、労働法を適用す
べき存在である事、というものである。以上の三類型をシェアリングエコノミーにおけるフリー
ランスであるフードデリバリー配達員に当てはめてみると、フードデリバリー配達員は、アルゴ
リズムによる管理の内実次第では、常用型（偽装請負）になる可能性がある事が明らかになった。
しかしながら、アルゴリズムは公開されていないため、適切な保護を及ぼすためには、アルゴリ
ズムの公開またはアルゴリズムが配達員に対して、どのような管理統制を行っているかの調査
研究を進めることが重要であることが明らかになった。 
アルゴリズムによる管理の内実を明らかにするために、量的調査を実施した。その結果、イン
センティブ収入（ボーナスのようなもの）の額や頻度においてアルゴリズムによる管理がなされ
ていることが明らかになった。またアルゴリズムによる管理の実態が明らかにされていない現
状でも、フードデリバリー配達員は、労務下請型であることは間違いがないので、就業条件に関
する何らかの最低基準がないと、ワーキングプア、不安定就労に陥る可能性が高い存在であるこ
とも明らかになった。 
 近年では、欧州委員会が 2021 年に出した「プラットフォーム労働における労働条件の改善に
関する指令」にみられるように、世界的にもシェアリングエコノミーで就業するフリーランスに
対する就業条件の最低基準規制やアルゴリズムの公開を求める立法が整備され始めている。一
方でわが国ではそうした動きはまだ弱い。例えば、日本では 2021 年 3月に内閣官房、公正取引
委員会、中小企業庁、厚生労働省の連名で「フリーランスとして安心して働ける環境を整備する
ためのガイドライン」が発表され、2023 年 2 月には「特定受託事業者に係る取引の適正化等に
関する法律案」が国会に提出されたが、これらの通達や法律は、アルゴリズムの公開や最低基準
規制に踏み込んでいない。本研究の意義は、我が国においてシェアリングエコノミーにおけるフ
リーランスとして最もポピュラーであるフードデリバリー配達員の実態調査から、世界的な動
きと同じく、アルゴリズムの公開と最低基準規制の意義を明確にできたことにある。つまり、こ
れらの政策を実施しなければ、フードデリバリー配達員は、ワーキングプア化や過労死に至るリ
スクを抱えていることが明らかになった。こうした実態を明らかにしたことは、日本のシェアリ



ングエコノミーの政策枠組みを検討していく上で、重要なエビデンスであると考える。 
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